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凡   例 

１ 文中及び表中の千円、万円単位の金額、比率は原則として表示単位未満を 

 四捨五入した。従って、内訳の計が合計と一致しない場合もある。 

 

２ 表中の記号「△」はマイナスを、「－」は該当数値のないものを表す。 

 

３ 表中にある構成比率は、合計を 100.0％にするため、一部調整したものがある。 

 

４ 文中の前年度に対する増減比率で、当年度に全て増加したものは「皆増」と、

全て減少したものは「皆減」と表示している。  
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令和４年度にかほ市一般会計・特別会計歳入歳出決算  

及び基金の運用状況の審査意見について     

 

地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により審査に付された、令和

４年度にかほ市一般会計･特別会計歳入歳出決算並びに基金の運用状況について審査した

ので、その結果について次のとおり意見を提出する。 
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令和４年度 一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見 

 

第１ 審査の対象 

  ◇一般会計 

     令和４年度にかほ市一般会計歳入歳出決算 

 

  ◇特別会計 

     令和４年度にかほ市国民健康保険事業特別会計事業勘定歳入歳出決算 

     令和４年度にかほ市国民健康保険事業特別会計施設勘定歳入歳出決算 

     令和４年度にかほ市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

令和４年度にかほ市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

令和４年度にかほ市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算 

 

第２ 審査の期間 

     令和５年６月２８日から令和５年８月１８日まで 

 

第３ 審査の方法 

    審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、関係法令に準拠して作成されているかを確かめ、これらの

正確性を検証するため、関係諸帳簿その他証書類との照合のほか、それぞれ所管課の説

明を聴取し、予算の執行状況の適否について審査した。 

 

第４ 審査の結果及び意見 

   審査に付された各会計歳入歳出決算及び決算付属書類は、いずれも関係法令に基づ

いて作成されており、その計数は関係諸帳票類と照合した結果、誤りのないものと認

められた。 

   また、予算の執行及び関連する事務処理は、おおむね適正に行われているものと認め

られた。審査過程で見受けられた事務手続きにおいて、留意すべき点については、審査

時に担当職員に口頭で指摘又は是正の検討を要望したので内容の記述は省略する。  

 

 １ 決算総額について 

   本年度の一般会計の決算額は、歳入が前年度より０．１％減の１７８億５，６０８万

５千円、歳出が０．２％減の１７１億９，７４３万４千円となっている。 

これに特別会計を加えた決算の総額では、歳入が０．４％減の２２７億９，００４万
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１千円、歳出が０．５％減の２２０億４，７２３万６千円となっており、いずれも前年

度を下回っている。 

一般会計では、歳入歳出差引額（形式収支）が６億５，８６５万１千円となり、前年

度の歳入歳出差引額６億４，１９６万５千円を上回っている。 

また、繰越明許による翌年度への繰越財源が前年度は２億１，８６３万円となってい

たが、本年度は１億２８万５千円となっており、歳入歳出差引額から翌年度への繰越財

源を控除した実質収支額は、前年度より１億３，５０３万２千円増加し、５億５，８３

６万６千円の黒字となっている。（１３ページ参照） 

これに特別会計を加えた実質収支の総額では、前年度の５億２１１万９千円から１億

１，８６９万７千円増加し、６億２，０８１万６千円の黒字となっている。（３６ペー

ジ参照） 

 

令和４年度一般会計・特別会計決算構成図 

 

 

 

 

  

一般会計

17,856,085 

国保事業勘定

2,733,530 

国保施設勘定

94,053 

後期高齢者医療

361,003 

公共下水道

1,300,012 

農集排 445,358 歳 入

歳入合計 22,790,041 千円

一般会計

17,197,434 

国保事業勘定

2,706,593 

国民施設勘定

82,147 

後期高齢者医療

359,446 

公共下水道

1,276,421 
農集排 425,195 歳 出

歳出合計 22,047,236 千円
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２ 一般会計における財政状況について 

単年度収支は、令和４年度の実質収支５億５，８３６万６千円から、令和３年度の実

質収支４億２，３３３万４千円を差引いて１億３，５０３万２千円の黒字となっている。 

令和４年度末における財政調整基金残高は、３２億６，６８３万２千円で、出納整理

期間後の残高は、３５億２，４８１万３千円となっている。また、起債の繰上償還金は、

昨年度に引き続き支出しなかった。 

単年度収支に積立金、繰上償還金を加算した実質単年度収支は、３億９,３０1 万３

千円の黒字となっている。 

令和４年度末市債残高は、前年度比２億１，３７６万５千円減少し、１３８億５，５

４８万７千円となっている。基金については、年度末の残高は、６３億５，８６２万７

千円で、出納整理期間後の残高は６５億５，７６３万５千円となっている。 

 

３ 決算における各種財政指数について 

  ＊類似団体平均値は令和３年度決算値（月刊「地方財務」令和５年７月号別冊付録）による 

   

  当該決算における各種財政指数を前年度と比較すると、実質収支比率が１．６％上昇

し好転、財政力を示す財政力指数は０．００２ポイント上昇しているが横ばい、歳入構

造の弾力性を示す経常一般財源等比率が、２．８％上昇し好転、財政構造の弾力性を示

す経常収支比率は、３．３％上昇し悪化、義務的経費比率が１．４％低下し好転、財政

構造の弾力性を判断する公債費負担比率は、０．５％上昇し悪化している。 

 

 

 

 

 

 財政指数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
類似団体 

平均値 

実質収支比率（％） 3.8 4.5 6.1 7.4 

財政力指数 0.355 0.349 0.351 0.41 

経常収支比率（％） 89.7 88.9 92.2 87.0 

経常一般財源等比率（％） 96.5 97.4 100.2 98.0 

義務的経費比率（％） 33.3 40.1 38.7 41.3 

公債費負担比率（％） 14.2 15.0 15.5 14.8 
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４ 一般会計歳入について 

   一般会計の収入済額を前年度と比較すると、自主財源が３億５，９４４万７千円（6.1％）

増の６２億７，９８６万３千円、依存財源が３億７，１６１万５千円（3.1％）減の１１５

億７，６２２万２千円となっている。合計では１，２１６万８千円（0.1％）減の１７８億

５，６０８万５千円となっている。 

   内容別に見ると、自主財源の増加については、繰入金が７，０９９万３千円（6.3％）減

少し１０億５，４９５万５千円となったが、市税が１億２，０５５万１千円（4.4％）増の

２８億４,６２９万２千円、寄附金が１，４４７万７千円（1.6％）増の９億４，８１２万

３千円、諸収入が４，６３８万６千円（9.3％）増の５億４，７０１万７千円、繰越金が２

億２，１３３万４千円（52.6％）増の６億４，１９６万５千円となったことが主な要因と

なっている。 

   依存財源の減少については、地方消費税交付金が８３９万９千円（1.4％）増の５億９，

７９５万８千円、市債が１億７，４７４万円（13.7％）増の１４億４，８４３万円となっ

たものの、地方特例交付金が５,２６３万６千円（73.3％）減の１，９１２万８千円、地方

交付税が６，８４２万３千円（1.2％）減の５８億４，２５０万６千円、国庫支出金が４億

７，８４３万９千円（17.3％）減の２２億８，３６７万４千円となったことが主な要因と

なっている。 

   寄附金は、ふるさと納税の増収等により増加、繰入金は、みらい創造基金、地域振興基

金、観光振興基金、自然エネルギーによるまちづくり基金及び森林環境贈与税基金の充当

事業の実績により減少、繰越金は、前年度繰越金の増加。諸収入は受託事業の増やＢ＆Ｇ

財団助成金などの雑入が増加、国庫支出金は、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金な

どが減少、市債は、象潟庁舎の空調改修事業や屋内運動施設整備事業などの終了で減少し

たものの、アウトドア拠点施設整備事業の実施や金浦こ線橋改修事業の事業実績などによ

り増加した。 

 収入未済額については、前年度より７２万８千円（0.9％）増の８,２７３万５千円とな

っている。未収金対策については、自主財源の確保及び負担の公平性の観点からも重要課

題であることから、滞納者個々の現状把握に努めながら未収金の圧縮に努めるとともに、

新たな発生を抑制する対策を引き続き進められたい。 

不納欠損額については、総額で６１７万６千円（37.8％）減の１,０１８万１千円となっ

ている。なお、不納欠損処分に当たっては、時効が到来する案件については、時効の中断

措置の対応を強化され、安易に処分することなく十分な調査の上、慎重かつ適正に対処さ

れたい。 

なお、令和４年度の市税の徴収実績については、現年度分の収納率が９９．０８％、滞

納繰越分の収納率が２８．４０％、合計すると９７．５３％と過去最高の収納率となって
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おり、目標の収納率を達成するなどの成果を上げている。今後も引き続き、収納対策の強

化と適切な債権管理を行い、収納率の維持・向上に努めていただきたい。 

 ５ 一般会計歳出について 

   一般会計の支出済額を前年度と比較すると２，８８５万４千円（0.2％）減の１７１億

９，７４３万４千円となっている。 

 これを性質別に見ると、消費的経費については１億８，０９６万４千円（1.8％）減の

９８億６，２４２万５千円となっている。このうち人件費は４，５５９万円（1.8％）減

の２４億２，５８０万８千円となった。物件費では、１，１７８万６千円（0.3％）減の

３４億３４万７千円であった。補助費等は２億３，３５２万４千円（21.7％）の増の１３

億８０３万６千円となった。これは、機構集積協力金交付事業や新型コロナウイルスワ

クチン接種事業、単独で実施した新型コロナウイルス感染症対策事業に係る各種給付金

などによるものである。また、扶助費は２億７，５４４万６千円（9.9％）減の２５億１，

５９７万１千円であり、住民税非課税世帯物価高騰対策給付金事業を実施した一方、子

育て世帯等臨時特別支援事業等の減によるものである。 

   投資的経費は、普通建設事業費（補助）が２億３，１７３万３千円（26.8％）減の６億

３，１５４万９千円、普通建設事業費（単独）は４億４，１９９万７千円（40.9％）増の

１５億２，２２８万５千円、災害復旧費が１，７５５万８千円（19.5％）増の１億７４８

万２千円となっている。災害復旧費は、令和３年度からの繰越事業として実施した凍上

災害道路復旧事業が主なものである。 

 その他の経費では、７，５７１万２千円（1.5％）減の５０億７，３６９万３千円とな

っている。このうち公債費では、６，８９９万１千円（4.2％）増の１７億７１１万７千

円となっている。また、積立金は２億７３８万６千円（14.2％）減の１２億５，２３５万

８千円となっており、令和３年度において多額の追加交付がなされた普通交付税により

大きく影響を受けた財政調整基金積立金が令和４年度において減少したことや、令和３

年度まで毎年積立していた社会教育施設整備基金の積立終了などに起因するものである。

投資及び出資金・貸付金では８８２万５千円（6.7％）増の１億４，００９万７千円であ

る。 

  

６ 特別会計について 

   ５特別会計の決算総額は、歳入が前年度より８，６２０万円（1.7％）減の４９億３，

３９５万６千円、歳出が８，３３１万９千円（1.7％）減の４８億４，９８０万２千円

となっている。 

   この結果、歳入歳出差引額（形式収支）は８，４１５万４千円となり、前年の歳入歳

出差引額８，７０３万５千円を下回っている。また翌年度への繰越額を控除した実質収



- 6 - 

 

支額については、公共下水道事業特別会計で１，０６３万１千円繰越額があるため１，

２９６万円となり、農業集落排水事業特別会計で１，１０７万３千円繰越額があるため

９０９万円となっている。その他３特別会計は翌年度への繰越額がないため形式収支と

同額となっている。 

 各会計別の実質収支については、５特別会計全てについて黒字決算となっている。 

   特別会計の収入未済額は、前年度より２，７５３万８千円（51.9％）増加し、総額で

８，０５８万４千円となっている。このうち最も多いのが国民健康保険事業（事業勘定）

で、総額の５４％を占めているが、前年度と比較して７７１万６千円減少している。ま

た、特別会計の不能欠損額は、前年度１，３２８万６千円から１，１７７万円（88.6％）

減少し、１５１万６千円となっている。 

   未収金対策については、一般会計と情報を共有し、適切な実態の把握や綿密な計画性

を持ち、さらに改善に努力を傾けるよう望むものである。 

  

 

７ むすび 

    本市の令和４年度の財政状況については、一般財源の根幹をなす市税は、コロナ禍

による経済の落ち込みから徐々に回復傾向が見込まれ、市民税が６．７％増加、風力発

電設備の新設等、償却資産に係る固定資産税が２．４％増加したことなどにより、全体

で４．４％増加している。しかし、今後も地域経済の回復については不透明な状況にあ

ると言わざるを得ず、長期的にみると、人口減少を背景とした税収の減少は避けられな

い状況にある。  

   地方交付税については、普通交付税において地方負担措置のための再算定が行われた

ものの、令和３年度に設置された臨時財政対策債償還基金費が皆減となったことから、

全体として１．２％減となっている。特別会計を加えた市債残高については、２５０億

８，７８５万５千円と減少してはいるものの、一般会計の予算規模を上回る状況が続い

ており、財政運営が厳しい状態に変わりはない。令和２年度から実施しているコンビニ

エンスストア納付やスマートフォンアプリへの対応などで、引き続き市税や使用料の納

付方法を拡大し、納付者の利便性と期限内納付率の向上に努め、財政調整基金に必要な

積立てを行うなど将来を見据えた財政上の措置も引き続き講じることを望むものであ

る。 

また、寄附金のふるさと納税は、延べ４４，０７３件、９億４，５３２万円、３．1％の

増加となり、過去最高となった。繰入金は、ふるさと納税特産品返礼事業やアウトドア拠

点づくり事業、情報教育ネットワーク整備事業の実施によるみらい創造基金繰入金の増

のほか、自治会等地域活動支援事業や地域医療体制確保事業の実施による地域振興基金
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繰入金の増等により自主財源が前年度比で６．１％の増加となっている。  

令和４年度は、財政調整基金を取り崩すことなく財政運営できたが、今後も、コロナ

禍等で市税収入への影響が避けられない状況にあるなか、安定した寄附金の確保に加え、

企業版ふるさと納税の取り組みを強化するなど、自主財源の創出が重要である。  

   こうした財政状況の中で、多様化する市民ニーズや地域課題を把握し、効率的で効果

的に対応するためには、国県の新たな方針、社会情勢、経済動向などの情報を的確に収

集するとともに、真に必要な事業に財源を重点的に配分するなど、施策・事業全般の精

査と継続的な見直し及び事業効果の検証が効率的・効果的に行われるような行財政改革

の推進が必要となってくる。国も県も財源には限りがあり、補助金等の枠があるからと

いった事業のとらえ方ではなく、真に市民にとって必要な経費に充てていただきたい。 

   今後も引き続き、まちづくりの基本理念を踏まえ、市民と行政が共に知恵を出し合い、

「第２次総合発展計画（後期基本計画 R4～R8）」や「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を積極的に推進し、人口減少の抑制、やりがいのある産業振興による仕事づくり、移住

定住、少子化対策など、市民が生き生きと笑顔にあふれ幸せを実感できるよう、また、

「第４次行財政改改革大綱（R2～R6）」に基づき、事務事業のいっそうの効率化と職員

一人ひとりの意識改革、能力向上に努め、最小の経費で最大の効果を発揮するよう、行

政コストの削減に積極的に取り組み、市民から大きく信頼される持続可能な行財政運営

に努められたい。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決 算 審 査 概 要 
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令和 4 年度決算審査概要 

１ 各会計の決算総額 

  一般会計・特別会計の年度別決算額の推移は、次のとおりである。 

                                                                （単位：円、％） 

    区 分 

年 度 
歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 歳入歳出差引額 

令和 

４ 

年度 

一 般 17,856,084,809 17,197,434,300 658,650,509 

特 別 4,933,956,104 4,849,801,875 84,154,229 

計 22,790,040,913 22,047,236,175 742,804,738 

令和 

３ 

年度 

一 般 17,868,252,423 17,226,287,801 641,964,622 

特 別 5,020,156,219 4,933,121,352 87,034,867 

計 22,888,408,642 22,159,409,153 728,999,489 

比 較 

一 般 △12,167,614 △28,853,501 16,685,887 

特 別 △86,200,115 △83,319,477 △2,880,638 

計 △98,367,729 △112,172,978 13,805,249 

増減率 

一 般 △0.1 △0.2 2.6 

特 別 △1.7 △1.7 △3.3 

計 △0.4 △0.5 1.9 

 

 令和４年度一般会計・特別会計総計決算額は、歳入総額２２７億９,００４万９１３円で、

前年度に比較して９,８３６万７,７２９円（0.4％）減、歳出総額２２０億４,７２３万６,

１７５円で、前年度に比較して１億１,２１７万２,９７８円（0.5％）減となっている。 

 なお、歳入歳出差引額は７億４,２８０万４,７３８円で、前年度に比較して１,３８０万

５,２４９円（1.9％）増となっている。 
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２ 財政指数の推移 

 普通会計における主な財政指数の推移は、次表のとおりである。 

 

財 政 指 数 令和３年度 令和４年度 比   較 

①実 質 収 支 比 率（％） 4.5 6.1 1.6 

②財 政 力 指 数 0.349 0.351 0.002 

③経 常 収 支 比 率（％） 88.9 92.2 3.3 

④経常一般財源等比率（％） 97.4 100.2 2.8 

⑤義 務 的 経 費 比 率 （％） 40.1 38.7 △1.4 

⑥公 債 費 負 担 比 率 （％） 15.0 15.5 0.5 

 

 

 

① 実質収支比率は、財政運営の健全性を判断するために用いられる指数であり３～５％

が望ましいとされている。 

令和４年度は６．１％となり、前年度に比較して１．６％上昇している。 
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② 財政力指数は、財政構造における財政力の強弱を判断するために用いられる指数であ

り、指数が１に近いほど財政力が強く、１を超えるほど財源に余裕がある。 

  令和４年度は０．３５１となり、前年度に比較して０．００２ポイント上昇している。 

 

 

 

③ 経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するために用いられる指数であり、８０％

を超えると財政構造が硬直化傾向にあるといわれている。         

令和４年度は９２．２％となり、前年度に比較して３．３％上昇している。 
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④  経常一般財源等比率は、歳入構造の安定性を判断するために用いられる指数であり、

１００％を超える度合が高いほど一般財源に余裕があり、歳入構造に弾力性がある。 

    令和４年度は１００．２％となり、前年度に比較して２．８％上昇している。 

 

 

 

⑤ 義務的経費比率は、性質別経費のうち非弾力的性格の強い人件費、扶助費および公債

費の歳出総額に占める割合で、この比率の増大は財政構造の硬直化を表す。 

  令和４年度は３８．７％となり、前年度に比較して１．４％低下している。 
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⑥ 公債費負担比率は、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する比率で、こ

の比率の増大は財政運営の硬直化を表す。 

  令和４年度は１５．５％となり、前年度に比較して０．５％上昇している。 

 

 

 

 

 

３ 市債現在高の状況 

  市債年度末現在高は、次表のとおりとなっている。 

（単位：千円、％） 

区    分 令和３年度 令和４年度 比  較 伸び率 

一 般 会 計 14,069,252 13,855,487 △213,765 △1.5  

国民健康保険事業特別会計施設勘定 48,934 44,667 △4,267 △8.7 

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 9,156,567 8,773,890 △382,677  △4.2  

農業集落排水事業特別会計 2,580,976 2,413,811 △167,165  △6.5  

合   計 25,855,729 25,087,855 △767,874  △3.0  

 

令和４年度一般会計・特別会計市債現在高は、総額２５０億８，７８５万５千円で、

前年度に比較して７億６，７８７万４千円（3.0％）減となっている。 
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一般会計決算審査概要 

 

１ 決 算 の 概 要 

（１）決 算 総 額 

                                            （単位：円、％） 

区 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 
予 算 執 行 率 

歳 入 歳 出 

令和４年度 18,719,908,000 17,856,084,809 17,197,434,300 658,650,509 95.4 91.9 

令和３年度 18,068,782,000 17,868,252,423 17,226,287,801 641,964,622 98.9 95.3 

比較増減 651,126,000 △12,167,614 △28,853,501 16,685,887 △3.5 △3.4 

増 減 率 3.6 △0.1 △0.2 2.6 ‐ ‐ 

 

 一般会計の本年度決算額は、歳入が１７８億５,６０８万４,８０９円、歳出が１７１億９,７４３万

４,３００円で、歳入歳出差引額は６億５,８６５万５０９円となっている。これを前年度と比較すると、

歳入は１,２１６万７,６１４円（0.1％）、歳出は２,８８５万３,５０１円（0.2％）それぞれ減少し、歳

入歳出差引額は１,６６８万５,８８７円（2.6％）増加している。 

 

（２）決算収支の状況 

（単位：千円、％） 

区    文 令和３年度 令和４年度 比 較 増 減 増減率 

歳 入 総 額      A 17,868,252 17,856,085 △ 12,167 △ 0.1 

歳 出 総 額      B 17,226,288 17,197,434 △ 28,854 △ 0.2 

歳入歳出差引額     A－B=C 641,964 658,651 16,687 2.6 

翌年度に繰越すべき財源  D 218,630 100,285 △ 118,345 △ 54.1 

実 質 収 支    C－D=E 423,334 558,366 135,032 31.9 

前年度実質収支          F 347,035 423,334 76,299 22.0 

単 年 度 収 支     E－F=G 76,299 135,032 58,733 77.0 

積 立 金         H 430,359 257,981 △ 172,378 △ 40.1 

繰 上 償 還 金          I 0 0 0 ‐ 

積立金取崩し額          J 0 0 0 ‐ 

実質単年度収支  G+H+I-J=K 506,658 393,013 △ 113,645 △ 22.4 

 

令和４年度の決算収支は、歳入歳出差引額（形式収支）では６億５,８６５万１千円、実質収支では５

億５,８３６万６千円の黒字となっている。この額から前年度の実質収支額４億２,３３３万４千円を差

し引いた単年度収支は１億３,５０３万２千円の黒字となり、この単年度収支に積立金（財政調整基金）

２億５,７９８万１千円を加算した実質単年度収支では、３億９,３０１万３千円の黒字となっている。 
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２ 歳   入 

（１）歳 入 決 算 状 況 

（単位：円、％） 

区 分 予算現額 調定額(A) 収入済額(B) 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

(B)/(A) 

令和４年度 18,719,908,000 17,949,001,050 17,856,084,809 10,180,949 82,735,292 99.5 

令和３年度 18,068,782,000 17,966,617,102 17,868,252,423 16,357,176 82,007,503 99.5 

比較増減 651,126,000 △17,616,052 △12,167,614 △6,176,227 727,789 0.0 

増 減 率 3.6 △0.1 △0.1 △37.8 0.9 ‐ 

 

 本年度の歳入の決算状況は、予算現額１８７億１,９９０万８千円、調定額１７９億４,９００万１,

０５０円、収入済額１７８億５,６０８万４,８０９円、不納欠損額１,０１８万９４９円、収入未済額８,

２７３万５,２９２円で、調定額に対して９９．５％の収入率となっている。 

 これを前年度と比較すると、予算現額は６億５,１１２万６千円（3.6％）の増、調定額は１,７６１万

６,０５２円（0.1％）の減、収入済額は１,２１６万７,６１４円（0.1％）の減、不納欠損額は６１７万

６,２２７円（37.8％）の減、収入未済額は７２万７,７８９円（0.9％）の増とそれぞれなっている。 
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（２）歳入款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 調  定  額  収 入 済 額 
不  納 

欠 損 額 
収入未済額 

収 入 割 合 

予 算

対 比 

調 定

対 比 

構 成

比 率 

1 市   税 2,749,698,000 2,918,299,962 2,846,292,190 9,304,764 62,703,008 103.5 97.5 15.9 

2 地方譲与税 217,938,000 217,938,000 217,938,000 0 0 100.0 100.0 1.2 

3 利子割交付

金 
832,000 832,000 832,000 0 0 100.0 100.0 0.0 

4 配当割交付 

金 
6,608,000 6,608,000 6,608,000 0 0 100.0 100.0 0.0 

5  株式等譲渡

所得割交付金 
5,514,000 5,514,000 5,514,000 0 0 100.0 100.0 0.0 

6 地方消費税

交付金 
597,958,000 597,958,000 597,958,000 0 0 100.0 100.0 3.4 

7 環境性能割

交付金 
12,307,000 12,307,000 12,307,000 0 0 100.0 100.0 0.1 

8 地方特例交

付金 
19,128,000 19,128,000 19,128,000 0 0 100.0 100.0 0.1 

9 地方交付税 5,842,506,000 5,842,506,000 5,842,506,000 0 0 100.0 100.0 32.7 

10 交通安全対

策特別交付金 
1,788,000 1,788,000 1,788,000 0 0 100.0 100.0 0.0 

11 分担金及び

負担金 
6,071,000 6,408,678 6,408,678 0 0 105.6 100.0 0.0 

12 使用料及び

手数料 
146,617,000 161,433,307 151,341,593 876,185 9,215,529 103.2 93.7 0.9 

13 国庫支出金 2,824,843,000 2,283,674,412 2,283,674,412 0 0 80.8 100.0 12.8 

14 県支出金 1,243,151,000 1,109,160,409 1,109,160,409 0 0 89.2 100.0 6.2 

15 財産収入 74,388,000 89,984,276 83,760,540 0 6,223,736 112.6 93.1 0.5 

16 寄 附 金  1,002,803,000 948,122,987 948,122,987 0 0 94.5 100.0 5.3 

17 繰 入 金  1,055,515,000 1,054,955,000 1,054,955,000 0 0 99.9 100.0 5.9 

18 繰 越 金  641,964,000 641,964,622 641,964,622 0 0 100.0 100.0 3.6 

19 諸 収 入  545,072,000 551,610,416 547,017,397 0 4,593,019 100.4 99.2 3.1 

20 市   債 1,694,830,000 1,448,430,000 1,448,430,000 0 0 85.5 100.0 8.1 

21  法人事業

税交付金 
30,236,000 30,236,000 30,236,000 0 0 100.0 100.0 0.2 

22 旧法による

自動車取得

税交付金 

141,000 141,981 141,981 0 0 100.7 100.0 0.0 

合   計 18,719,908,000 17,949,001,050 17,856,084,809 10,180,949 82,735,292 95.4 99.5 100.0 
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（３）歳入財源別比較表 
（単位：円、％） 

区    分 
令和３年度 令和４年度 前年度比較 

収入済額 構成比率 収入済額 構成比率 増減額 増減率 

自 
 
 

主 
 
 

財 
 
 

源 

市     税 2,725,740,735 15.3 2,846,292,190 15.9 120,551,455 4.4 

分担金及び負担金 6,533,875 0.0 6,408,678 0.0 △ 125,197 △ 1.9 

使用料及び手数料 145,427,154 0.8 151,341,593 0.8 5,914,439 4.1 

財 産 収 入 61,858,679 0.3 83,760,540 0.5 21,901,861 35.4 

寄 附 金 933,646,373 5.2 948,122,987 5.3 14,476,614 1.6 

繰 入 金 1,125,947,500 6.3 1,054,955,000 5.9 △ 70,992,500 △ 6.3 

繰 越 金 420,630,364 2.4 641,964,622 3.6 221,334,258 52.6 

諸 収 入 500,630,997 2.8 547,017,397 3.1 46,386,400 9.3 

計 5,920,415,677 33.1 6,279,863,007 35.2 359,447,330 6.1 

依 
 
 
 

存 
 
 
 

財 
 
 
 

源 

地 方 譲 与 税 215,879,000 1.2 217,938,000 1.2 2,059,000 1.0 

利子割交付金  1,647,000 0.0 832,000 0.0 △ 815,000 △49.5 

49.5 配当割交付金  8,072,000 0.0 6,608,000 0.0 △ 1,464,000 △18.1 

18.1 株式等譲渡所得割交付金 11,137,000 0.1 5,514,000 0.0 △ 5,623,000 △50.5 

50.5 地方消費税交付金 589,559,000 3.3 597,958,000 3.3 8,399,000 1.4 

自動車取得税交付金 0 0.0 141,981 0.0 141,981 0.0 

環境性能割交付金 10,295,000 0.1 12,307,000 0.1 2,012,000 19.5 

地方特例交付金 71,764,000 0.4 19,128,000 0.1 △ 52,636,000 △73.3 

73.3 地 方 交 付 税 5,910,929,000 33.1 5,842,506,000 32.7 △ 68,423,000 △ 1.2 

交通安全対策特別交付金 2,228,000 0.0 1,788,000 0.0 △ 440,000 △19.7 

19.717.

3 

国 庫 支 出 金 2,762,113,801 15.5 2,283,674,412 12.8 △ 478,439,389 △17.3 

17.3 県 支 出 金 1,067,213,945 6.0 1,109,160,409 6.2 41,946,464 3.9 

市 債 1,273,690,000 7.1 1,448,430,000 8.1 174,740,000 13.7 

法人事業税交付金 23,309,000 0.1 30,236,000 0.2 6,927,000 29.7 

計 11,947,836,746 

 

66.9 

 

11,576,221,802 64.8 △ 371,614,944 △ 3.1 

合   計 17,868,252,423 

 

100.0 

 

17,856,084,809 100.0 △ 12,167,614 △ 0.1 

  本年度の歳入決算額を財源別に比較すると、自主財源と依存財源の比率は３５．２対６４．８であり、自主

財源の構成比率は、前年度と比較して２．１％増加している。 

本年度の自主財源は６２億７,９８６万３,００７円で、前年度と比較して３億５,９４４万７,３３０円（6.1％）増加し

ている。これは、前年度と比較して、分担金及び負担金が１２万５,１９７円（1.9％）、繰入金７,０９９万２,５０

０円（6.3％）が減少したものの、財産収入が２,１９０万１,８６１円（35.4％）、繰越金が２億２,１３３万４,２５８円

（52.6％）増加したことなどによる。 

 本年度の依存財源は１１５億７,６２２万１,８０２円で、前年度と比較して３億７,１６１万４,９４４円（3.1％）減少

している。株式等譲渡所得割交付金が５６２万３千円（50.5％）、地方特例交付金が５,２６３万６千円（73.3％）

減少したことなどによる。 
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（歳入財源別比較の推移） 

（単位：円） 

 

（自主財源決算状況の推移） 

         （単位：百万円） 

 

令和2年度

令和3年度

令和4年度

5,576,058,533 

5,920,415,677 

6,279,863,007 

13,771,753,881 

11,947,836,746 

11,576,221,802 

令和2年度 令和3年度 令和4年度

自主財源 5,576,058,533 5,920,415,677 6,279,863,007

依存財源 13,771,753,881 11,947,836,746 11,576,221,802

自主財源 依存財源

令和2年度

令和3年度

令和4年度

2,713 

2,726 

2,846 

146 

145 

151 

724 

1,126 

1,055 

290 

421 

642 

988 

501 

547 

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市 税 2,713 2,726 2,846

分担金 6 7 6

使用料 146 145 151

財産収入 59 62 84

寄附金 650 934 948

繰入金 724 1,126 1,055

繰越金 290 421 642

諸収入 988 501 547

市 税 分担金 使用料

財産収入 寄附金 繰入金
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３ 歳   出 

（１）歳 出 決 算 状 況 

（単位：円、％） 

区 分 予算現額(A) 支出済額(B) 
翌年度繰越額 

(C) 
不 用 額 
A-(B+C) 

執行率 
(B)/(A) 

令和４年度 18,719,908,000 17,197,434,300 968,760,000 553,713,700 91.9 

令和３年度 18,068,782,000 17,226,287,801 406,317,000 436,177,199 95.3 

比較増減 651,126,000 △28,853,501 562,443,000 117,536,501 △3.4 

増 減 率 3.6 △0.2 138.4 26.9 ‐ 

 

 本年度の歳出の決算状況は、予算現額１８７億１,９９０万８千円、支出済額１７１億９,７４３万４,

３００円、翌年度繰越額９億６,８７６万円、不用額５億５,３７１万３,７００円で、予算現額に対して

９１．９％の執行率となっている。 

 これを前年度と比較すると、予算現額は６億５,１１２万６千円（3.6％）の増、支出済額は２,８８５

万３,５０１円（0.2％）の減、翌年度繰越額は５億６,２４４万３千円（138.4％）の増となっている。 

 なお、執行率は３．４％減の９１．９％となっている。 

 不用額５億５,３７１万３,７００円は、予算現額に対して３．０％であり、前年度に比較して１億１,

７５３万６,５０１円（26.9％）増加している。 
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（２）歳出款別決算状況 

（単位：円、％） 

科   目 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 

執 行 割 合 

予算対比 構成比率 

1 議 会 費 118,966,000 116,169,742 0 2,796,258 97.6 0.7 

2 総 務 費 3,873,548,000 3,784,599,579 36,431,000 52,517,421 97.7 22.0 

3 民 生 費 4,483,119,000 4,261,221,633 3,799,000 218,098,367 95.1 24.8 

4 衛 生 費 1,238,296,000 1,181,583,077 297,000 56,415,923 95.4 6.9 

5 労 働 費 12,142,000 12,066,540 0 75,460 99.4 0.1 

6 農林水産業費 1,387,892,000 1,193,254,309 147,663,000 46,974,691 86.0 6.9 

7 商 工 費 1,837,538,000 1,110,981,170 684,086,000 42,470,830 60.5 6.4 

8 土 木 費 1,571,685,000 1,424,394,425 92,315,000 54,975,575 90.6 8.3 

9 消 防 費 711,588,000 703,696,795 0 7,891,205 98.9 4.1 

10 教 育 費 1,654,224,000 1,594,867,266 4,169,000 55,187,734 96.4 9.3 

11 災害復旧費  108,254,000 107,482,390 0 771,610 99.3 0.6 

12 公 債 費 1,708,123,000 1,707,117,374 0 1,005,626 99.9 9.9 

13 諸 支 出 金 2,000 0 0 2,000 0.0 0.0 

14 予 備 費 14,531,000 0 0 14,531,000 0.0 0.0 

合       計 18,719,908,000 17,197,434,300 968,760,000 553,713,700 91.9 100.0 

 

 款別の支出済額では、民生費４２億６,１２２万１,６３３円（構成比率 24.8％）が最も多く、次いで、総務費

３７億８,４５９万９,５７９円（構成比率 22.0％）、公債費１７億７１１万７,３７４円（構成比率 9.9％）、教育費１５億９,

４８６万７,２６６円（構成比率 9.3％）、土木費１４億２,４３９万４,４２５円（構成比率 8.3％）、農林水産業費１１億

９,３２５万４,３０９円（構成比率 6.9％）の順となっている。 
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（歳出款別決算状況の推移） 

（単位：百万円） 

  

6,368 

4,032 

3,785 

4,100 

4,517 

4,261 

1,033 

1,081 

1,182 

1,103 

1,023 

1,193 

614 

652 

1,111 

1,255 

1,334 

1,424 

578 

717 

704 

1,997 

2,004 

1,595 

1,736 

1,638 

1,707 

0 

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

議 会 費 127 128 116

総 務 費 6,368 4,032 3,785

民 生 費 4,100 4,517 4,261

衛 生 費 1,033 1,081 1,182

労 働 費 12 12 12

農林水産業費 1,103 1,023 1,193

商 工 費 614 652 1,111

土 木 費 1,255 1,334 1,424

消 防 費 578 717 704

教 育 費 1,997 2,004 1,595

災害復旧費 1 87 107

公 債 費 1,736 1,638 1,707

諸支出金 0 0 0

議 会 費 総 務 費 民 生 費
衛 生 費 労 働 費 農林水産業費
商 工 費 土 木 費 消 防 費
教 育 費 災害復旧費 公 債 費
諸支出金
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（３）性質別支出済額の状況 

（単位：千円、％） 

区   分 
令和３年度 令和４年度 前年度比較 

支出済額 構成比率 支出済額 構成比率 増 減 額 増減率 

消 

費 

的 

経 

費 

人  件  費 2,471,398 14.4 2,425,808 14.1 △ 45,590 △ 1.8 

物  件  費 3,412,133 19.8 3,400,347 19.8 △ 11,786 △ 0.3 

維 持 補 修 費 293,929 1.7 212,263 1.2 △ 81,666 △ 27.8 

扶  助  費 2,791,417 16.2 2,515,971 14.6 △ 275,446 △ 9.9 

補 助 費 等 1,074,512 6.2 1,308,036 7.6 233,524 21.7 

計 10,043,389 58.3 9,862,425 57.3 △ 180,964 △ 1.8 

投 

資 

的 

経 

費 

普通建設事業費 

（補  助） 
863,282 5.0 631,549 3.7 △ 231,733 △ 26.8 

普通建設事業費 

（単  独） 
1,080,288 6.3 1,522,285 8.9 441,997 40.9 

災害復旧事業費 89,924 0.5 107,482 0.6 17,558 19.5 

計 2,033,494 11.8 2,261,316 13.1 227,822 11.2 

そ 

の 

他 

の 

経 

費 

公  債  費 1,638,126 9.5 1,707,117 9.9 68,991 4.2 

積  立  金 1,459,744 8.5 1,252,358 7.3 △ 207,386 △ 14.2 

投資及び出資

金・貸付金 
131,272 0.8 140,097 0.8 8,825 6.7 

繰  出  金 1,920,263 11.1 1,974,121 11.6 53,858 2.8 

計 5,149,405 29.9 5,073,693 29.6 △ 75,712 △ 1.5 

合    計 17,226,288 100.0 17,197,434 100.0 △ 28,854 △ 0.2 

 消費的経費は９８億６,２４２万５千円で、補助費等が増加したものの、維持補修費及び扶助費等が

減少したため、前年度に比較して１億８,０９６万４千円（1.8％）減少している。 

 投資的経費は２２億６,１３１万６千円で、普通建設事業費（補助）が減少したものの、普通建設事業

費（単独）と災害復旧事業費の増加により、前年度に比較して２億２,７８２万２千円（11.2％）増加し

ている。 

 その他の経費は５０億７,３６９万３千円で、前年度に比較して７,５７１万２千円（1.5％）減少してい

る。 

 この結果、各経費の構成比率を前年度に比較すると消費的経費は１．０％減の５７．３％、投資的経

費は１．３％増の１３．１％、その他の経費は０．３％減の２９．６％となっている。 
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特別会計決算審査概要 

 

１ 特別会計総計決算の概要 

  特別会計として区分された５事業の予算総額は、５０億１,９５７万７千円、これに対する決算額

は、歳入総額４９億３,３９５万６,１０４円（予算に対する執行率 98.3％）、歳出総額４８億４,９８

０万１,８７５円（予算に対する執行率 96.6％）、歳入歳出差引額は８,４１５万４,２２９円である。 

  各会計別決算は、次のとおりである。 

（単 位：円、％） 

             

 

 

予  算  額 

（Ａ） 

決  算  額 

（Ｂ） 

比 較 増 減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執 行 率 

（Ｂ）／（Ａ） 

国民健康保険事業特別会計

事業勘定 

歳 入 2,727,115,000 2,733,529,926 6,414,926 100.2 

歳 出 2,727,115,000 2,706,593,379 △ 20,521,621 99.2 

差引残額 0 26,936,547 - ‐ 

国民健康保険事業特別会計

施設勘定 

歳 入 87,039,000 94,052,859 7,013,859 108.1 

歳 出 87,039,000 82,146,851 △ 4,892,149 94.4 

差引残額 0 11,906,008 - ‐ 

後期高齢者医療特別会計 

歳 入 359,822,000 361,003,013 1,181,013 100.3 

歳 出 359,822,000 359,445,739 △ 376,261 99.9 

差引残額 0 1,557,274 - ‐ 

公共下水道事業特別会計 

歳 入 1,362,552,000 1,300,012,092 △ 62,539,908 95.4 

歳 出 1,362,552,000 1,276,421,198 △ 86,130,802 93.7 

差引残額 0 23,590,894 - ‐ 

農業集落排水事業特別会計 

歳 入 483,049,000 445,358,214 △ 37,690,786 92.2 

歳 出 483,049,000 425,194,708 △ 57,854,292 88.0 

差引残額 0 20,163,506 - ‐ 

合     計 

歳 入 5,019,577,000 4,933,956,104 △ 85,620,896 98.3 

歳 出 5,019,577,000 4,849,801,875 △ 169,775,125 96.6 

差引残額 0 84,154,229 - ‐ 

 



- 23 - 

２ 各 会 計 の 概 要 

（１）国民健康保険事業特別会計事業勘定 

① 決算の概要 
                                              （単位：円、％） 

区 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 
予算執行率 

歳 入 歳 出 

令和４年度 2,727,115,000 2,733,529,926 2,706,593,379 26,936,547 100.2 99.2 

令和３年度 2,869,924,000 2,890,338,586 2,859,876,963 30,461,623 100.7 99.6 

比 較 増 減 △ 142,809,000 △ 156,808,660 △ 153,283,584 △ 3,525,076 △ 0.5 △ 0.4 

増 減 率 △ 5.0 △ 5.4 △ 5.4 △ 11.6 - - 

 

本年度決算額は、予算現額２７億２,７１１万５千円に対して、歳入決算額が２７億３,３５２万９,

９２６円（執行率 100.2％）、歳出決算額が２７億６５９万３,３７９円（執行率 99.2％）で、歳入歳

出差引額は２,６９３万６,５４７円となっている。 

前年度と比較すると、歳入が１億５,６８０万８,６６０円（5.4％）の減、歳出が１億５,３２８万３,

５８４円（5.4％）の減となっている。 

 

② 歳  入 

ア 歳入決算状況 
（単位：円、％） 

区 分 予算現額 調定額(A) 収入済額(B) 不納欠損額 収入未済額 
収 入 率 

(B)/(A) 

令和４年度 2,727,115,000 2,778,524,407 2,733,529,926 1,491,846 43,502,635 98.4 

令和３年度 2,869,924,000 2,954,826,743 2,890,338,586 13,269,934 51,218,223 97.8 

比 較 増 減 △142,809,000 △176,302,336 △156,808,660 △11,778,088 △ 7,715,588 0.6 

増 減 率 △ 5.0 △ 6.0 △ 5.4 △ 88.8 △ 15.1 - 

 

歳入の決算状況は、予算現額２７億２,７１１万５千円、調定額２７億７,８５２万４,４０７円、収

入済額２７億３,３５２万９,９２６円、不納欠損額１４９万１,８４６円、収入未済額４,３５０万２,

６３５円、調定額に対する収入率は９８．４％となっている。 

 不納欠損額及び収入未済額は、いずれも国民健康保険税である。 
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イ 歳入款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 調  定  額  収 入 済 額 
不 納 

欠損額 
収入未済額 

収 入 割 合 

予 算 

対 比 

調 定

対 比 

構 成

比 率 

1 国民健康保

険税 
452,695,000 517,751,823 472,757,342 1,491,846 43,502,635 104.4 91.3 17.3 

2 一部負担金 2,000 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 

3 使用料及び

手数料 
200,000 174,050 174,050 0 0 87.0 100.0 0.0 

4 国庫支出金 95,000 95,000 95,000 0 0 100.0 100.0 0.0 

5 県 支 出 金 2,009,867,000 2,009,866,297 2,009,866,297 0 0 100.0 100.0 73.5 

6 財 産 収 入 3,000 3,930 3,930 0 0 131.0 100.0 0.0 

7 繰 入 金 223,466,000 209,603,197 209,603,197 0 0 93.8 100.0 7.7 

8 繰 越 金 30,461,000 30,461,623 30,461,623 0 0 100.0 100.0 1.1 

9 諸 収 入 10,326,000 10,568,487 10,568,487 0 0 102.3 100.0 0.4 

合   計 2,727,115,000 2,778,524,407 2,733,529,926 1,491,846 43,502,635 100.2 98.4 100.0 

  

款別の収入済額では、県支出金２０億９８６万６,２９７円（構成比率 73.5％）が最も多く、次いで

国民健康保険税４億７,２７５万７,３４２円（構成比率 17.3％）、繰入金２億９６０万３,１９７円（構

成比率 7.7％）、繰越金３,０４６万１,６２３円（構成比率 1.1％）の順となっている。 
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③ 歳  出 

ア 歳出決算状況 
（単位：円、％） 

区  分 予算現額(A) 支出済額(B) 
翌年度繰越額 

(C) 

不 用 額 

A－(B+C) 

執 行 率 

(B)/(A) 

令和４年度 2,727,115,000 2,706,593,379 0 20,521,621 99.2 

令和３年度 2,869,924,000 2,859,876,963 0 10,047,037 99.6 

比 較 増 減 △ 142,809,000 △ 153,283,584 0 10,474,584 △ 0.4 

増 減 率 △ 5.0 △ 5.4 - 104.3 - 

  

 歳出の決算状況は、予算現額２７億２,７１１万５千円、支出済額２７億６５９万３,３７９円、不用

額２,０５２万１,６２１円、予算執行率は９９．２％となっている。 

 

イ 歳出款別決算状況 
（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 
執 行 割 合 

予算対比 構成比率 

1 総 務 費  28,685,000 28,017,627 0 667,373 97.7 1.0 

2 保 険 給 付 費  1,929,719,000 1,919,405,889 0 10,313,111 99.5 70.9 

3 国民健康保険 

事業費納付金 
730,853,000 730,851,690 0 1,310 100.0 27.0 

4 保 健 事 業 費  34,705,000 27,716,277 0 6,988,723 79.9 1.0 

5 基 金 積 立 金  4,000 4,000 0 0 100.0 0.0 

6 公 債 費  1,000 0 0 1,000 0.0 0.0 

7 諸 支 出 金 1,646,000 597,896 0 1,048,104 36.3 0.1 

8 予 備 費  1,502,000 0 0 1,502,000 0.0 0.0 

合      計 2,727,115,000 2,706,593,379 0 20,521,621 99.2 100.0 

款別の支出済額では、保険給付費１９億１,９４０万５,８８９円（構成比率 70.9％）が最も多く、次

いで国民健康保険事業費納付金７億３,０８５万１,６９０円（構成比率 27.0％）、総務費２,８０１万７,

６２７円（構成比率 1.0％）の順となっている。 
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（２）国民健康保険事業特別会計施設勘定 

① 決算の概要 

                                             （単位：円、％） 

区 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 
予 算 執 行 率 

歳 入 歳 出 

令和４年度 87,039,000 94,052,859 82,146,851 11,906,008 108.1 94.4 

令和３年度 132,085,000 142,199,165 125,907,412 16,291,753 107.7 95.3 

比 較 増 減 △ 45,046,000 △ 48,146,306 △ 43,760,561 △ 4,385,745 0.4 △ 0.9 

増 減 率 △ 34.1 △ 33.9 △ 34.8 △ 26.9 - - 

 

本年度決算額は、予算現額８,７０３万９千円に対して、歳入決算額が９,４０５万２,８５９円（執

行率 108.1％）、歳出決算額が８,２１４万６,８５１円（執行率 94.4％）で、歳入歳出差引額は１,１

９０万６,００８円となっている。 

前年度と比較すると、歳入が４,８１４万６,３０６円（33.9％）の減、歳出が４,３７６万５６１円

（34.8％）の減となっている。 

 

② 歳  入 

ア 歳入決算状況 
（単位：円、％） 

区 分 予算現額 調定額(A) 収入済額(B) 不納欠損額 収入未済額 
収 入 率 

(B)/(A) 

令和４年度 87,039,000 94,052,859 94,052,859 0 0 100.0 

令和３年度 132,085,000 142,199,165 142,199,165 0 0 100.0 

比 較 増 減 △ 45,046,000 △ 48,146,306 △ 48,146,306 0 0 0.0 

増 減 率 △ 34.1 △ 33.9 △ 33.9 - - - 

 

歳入の決算状況は、予算現額８,７０３万９千円、調定額９,４０５万２,８５９円、収入済額９,４０

５万２,８５９円、調定額に対する収入率は１００％となっている。 
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イ 歳入款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 調  定  額  収 入 済 額 

不  納 

欠 損 額 

収 入 

未済額 

収 入 割 合 

予 算 
対 比 

調 定
対 比 

構 成
比 率 

1 診 療 収 入 49,760,000 55,454,198 55,454,198 0 0 111.4 100.0 59.0 

2 使用料及び 

手数料 
428,000 682,221 682,221 0 0 159.4 100.0 0.7 

3 県支出金 1,010,000 1,386,000 1,386,000 0 0 137.2 100.0 1.5 

4 財 産 収 入 1,000 354 354 0 0 35.4 100.0 0.0 

5 繰 入 金 14,359,000 14,359,000 14,359,000 0 0 100.0 100.0 15.3 

6 繰 越 金 16,291,000 16,291,753 16,291,753 0 0 100.0 100.0 17.3 

7  諸 収 入 3,155,000 3,442,333 3,442,333 0 0 109.1 100.0 3.7 

8  国庫支出金 2,035,000 2,437,000 2,437,000 0 0 119.8 100.0 2.6 

9  市  債 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 

合   計 87,039,000 94,052,859 94,052,859 0 0 108.1 100.0 100.0 

款別の収入済額では、診療収入５,５４５万４,１９８円（構成比率 59.0％）が最も多く、次いで繰越

金１,６２９万１,７５３円（構成比率 17.3％）、繰入金１,４３５万９千円（構成比率 15.3％）の順と

なっている。 

 

③ 歳  出 

ア 歳出決算状況 
（単位：円、％） 

区  分 予算現額(A) 支出済額(B) 
翌年度繰越額 

(C) 

不 用 額 

A－(B+C) 

執 行 率 

(B)/(A) 

令和４年度 87,039,000 82,146,851 0 4,892,149 94.4 

令和３年度 132,085,000 125,907,412 0 6,177,588 95.3 

比 較 増 減 △ 45,046,000 △ 43,760,561 0 △ 1,285,439 △ 0.9 

増 減 率 △ 34.1 △ 34.8 - △ 20.8 - 

 歳出の決算状況は、予算現額８,７０３万９千円、支出済額８,２１４万６,８５１円、不用額４８９

万２,１４９円、予算執行率は９４．４％となっている。 
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イ 歳出款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 

執 行 割 合 

予算対比 構成比率 

1  総 務 費  60,370,000 58,694,892 0 1,675,108 97.2 71.5 

2  医 業 費  15,990,000 15,140,534 0 849,466 94.7 18.4 

3  公 債 費  4,500,000 4,328,158 0 171,842 96.2 5.3 

4  諸 支 出 金 4,479,000 3,983,267 0 495,733 88.9 4.8 

5  予 備 費  1,700,000 0 0 1,700,000 0.0 0.0 

合      計 87,039,000 82,146,851 0 4,892,149 94.4 100.0 

  

款別の支出済額では、総務費５,８６９万４,８９２円（構成比率 71.5％）が最も多く、次いで医業費

１,５１４万５３４円（構成比率 18.4％）、公債費４３２万８,１５８円（構成比率 5.3％）の順となっ

ている。 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

① 決算の概要 

                                              （単位：円、％） 

区 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 
予算執行率 

歳 入 歳 出 

令和４年度 359,822,000 361,003,013 359,445,739 1,557,274 100.3 99.9 

令和３年度 343,985,000 344,374,381 343,644,477 729,904 100.1 99.9 

比 較 増 減 15,837,000 16,628,632 15,801,262 827,370 0.2 0.0 

増 減 率 4.6 4.8 4.6 113.4 - - 

 

本年度決算額は、予算現額３億５,９８２万２千円に対して、歳入決算額が３億６,１００万３,０１

３円（執行率 100.3％）、歳出決算額３億５,９４４万５,７３９円（執行率 99.9％）で、歳入歳出差引

額は１５５万７,２７４円となっている。 

前年度と比較すると、歳入が１,６６２万８,６３２円（4.8％）の増、歳出が１,５８０万１,２６２

円（4.6％）の増となっている。 
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② 歳  入 

ア 歳入決算状況 
（単位：円、％） 

区 分 予算現額 調定額(A) 収入済額(B) 不納欠損額 収入未済額 
収 入 率 

(B)/(A) 

令和４年度 359,822,000 361,579,413 361,003,013 0 576,400 99.8 

令和３年度 343,985,000 344,950,890 344,374,381 8,100 568,409 99.8 

比 較 増 減 15,837,000 16,628,523 16,628,632 △ 8,100 7,991 0.0 

増 減 率 4.6 4.8 4.8 △ 100.0 1.4 - 

 

歳入の決算状況は、予算現額３億５,９８２万２千円、調定額３億６,１５７万９,４１３円、収入済

額３億６,１００万３,０１３円、不納欠損額０円、収入未済額５７万６,４００円、調定額に対する収

入率は９９．８％となっている。 

 

  
 
イ 歳入款別決算状況 

                                                  （単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 調  定  額 収 入 済 額 
不  納 

欠損額 

収入未済額 
収 入 割 合 

予 算 
対 比 

調 定
対 比 

構 成
比 率 

1 後期高齢者

医療保険料 
268,648,000 270,501,109 269,924,709 0 576,400 100.5 99.8 74.8 

2 使用料及び

手数料 
31,000 36,700 36,700 0 0 118.4 100.0 0.0 

3 繰 入 金 90,196,000 90,196,000 90,196,000 0 0 100.0 100.0 25.0 

4 繰 越 金 729,000 729,904 729,904 0 0 100.1 100.0 0.2 

5 諸 収 入 218,000 115,700 115,700 0 0 53.1 100.0 0.0 

合   計 359,822,000 361,579,413 361,003,013 0 576,400 100.3 99.8 100.0 

 

款別の収入済額では、後期高齢者医療保険料２億６,９９２万４,７０９円（構成比率 74.8％）が最も多く、次

いで繰入金９,０１９万６千円（構成比率 25.0％）の順となっている。 
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③ 歳  出 

ア 歳出決算状況 
（単位：円、％） 

区  分 予算現額(A) 支出済額(B) 
翌年度繰越額 

(C) 

不 用 額 

A－(B+C) 

執 行 率 

(B)/(A) 

令和４年度 359,822,000 359,445,739 0 376,261 99.9 

令和３年度 343,985,000 343,644,477 0 340,523 99.9 

比 較 増 減 15,837,000 15,801,262 0 35,738 △ 0.0 

増 減 率 4.6 4.6 - 10.5 - 

  

 歳出の決算状況は、予算現額３億５,９８２万２千円、支出済額３億５,９４４万５,７３９円、不用

額３７万６,２６１円、予算執行率は９９．９％となっている。 

 
 
イ 歳出款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 
執 行 割 合 

予算対比 構成比率 

1  総 務 費  3,144,000 3,001,721 0 142,279 95.5 0.8 

2 後期高齢者医療

広域連合納付金 
356,368,000 356,367,318 0 682 100.0 99.1 

3  諸 支 出 金 210,000 76,700 0 133,300 36.5 0.0 

4  予 備 費  100,000 0 0 100,000 0.0 0.0 

合      計 359,822,000 359,445,739 0 376,261 99.9 100.0 

 

款別の支出済額では、後期高齢者医療広域連合納付金３億５,６３６万７,３１８円（構成比率 99.1％）が支出

額の大部分を占めている。 
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（４）公共下水道事業特別会計 

① 決算の概要 

                                              （単位：円、％） 

区 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 
予 算 執 行 率 

歳 入 歳 出 

令和４年度 1,362,552,000 1,300,012,092 1,276,421,198 23,590,894 95.4 93.7 

令和３年度 1,207,823,000 1,193,945,978 1,162,284,190 31,661,788 98.9 96.2 

比 較 増 減 154,729,000 106,066,114 114,137,008 △ 8,070,894 △ 3.5 △ 2.5 

増 減 率 12.8 8.9 9.8 △ 25.5 - - 

 

本年度決算額は、予算現額１３億６,２５５万２千円に対して、歳入決算額が１３億１万２,０９２円

（執行率 95.4％）、歳出決算額１２億７,６４２万１,１９８円（執行率 93.7％）で、歳入歳出差引額

は２,３５９万８９４円となっている。 

前年度と比較すると、歳入が１億６０６万６,１１４円（8.9％）の増、歳出が１億１,４１３万７,０

０８円（9.8％）の増となっている。 

 

② 歳  入 

ア 歳入決算状況 
（単位：円、％） 

区 分 予算現額 調定額(A) 収入済額(B) 不納欠損額 収入未済額 
収 入 率 

(B)/(A) 

令和４年度 1,362,552,000 1,301,141,002 1,300,012,092 12,958 1,115,952 99.9 

令和３年度 1,207,823,000 1,194,911,507 1,193,945,978 5,346 960,183 99.9 

比 較 増 減 154,729,000 106,229,495 106,066,114 7,612 155,769 0.0 

増 減 率 12.8 8.9 8.9 142.4 16.2 - 

 

歳入の決算状況は、予算現額１３億６,２５５万２千円、調定額１３億１１４万１,００２円、収入済

額１３億１万２,０９２円、不納欠損額１万２,９５８円、収入未済額１１１万５,９５２円、調定額に

対する収入率は９９．９％となっている。 

不納欠損額は、使用料及び手数料である。また、収入未済額は、分担金及び負担金と使用料及び手数

料である。 
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イ 歳入款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 調  定  額  収 入 済 額 

不  納 

欠 損 額 

収入未済額 

収 入 割 合 

予 算 
対 比 

調 定
対 比 

構 成
比 率 

1 分担金及び 

負担金 
4,940,000 4,685,942 4,481,342 0 204,600 90.7 95.6 0.3 

2 使用料及び 

手数料 
221,868,000 226,841,259 225,916,949 12,958 911,352 101.8 99.6 17.4 

3 国庫支出金 79,500,000 50,115,000 50,115,000 0 0 63.0 100.0 3.9 

4 繰 入 金 627,701,000 627,701,000 627,701,000 0 0 100.0 100.0 48.3 

5 繰 越 金 31,661,000 31,661,788 31,661,788 0 0 100.0 100.0 2.4 

6 諸 収 入 12,000 136,013 136,013 0 0 1,133.4 100.0 0.0 

7 市   債 396,870,000 360,000,000 360,000,000 0 0 90.7 100.0 27.7 

合   計 1,362,552,000 1,301,141,002 1,300,012,092 12,958 1,115,952 95.4 99.9 100.0 

 

款別の収入済額では、繰入金６億２,７７０万１千円（構成比率 48.3％）が最も多く、次いで市債３

億６千万円（構成比率 27.7％）、使用料及び手数料２億２,５９１万６,９４９円（構成比率 17.4％）、

国庫支出金５,０１１万５千円（構成比率 3.9％）の順となっている。 

 

③ 歳  出 

ア 歳出決算状況 
（単位：円、％） 

区  分 予算現額(A) 支出済額(B) 
翌年度繰越額 

(C) 

不 用 額 

A－(B+C) 

執 行 率 

(B)/(A) 

令和４年度 1,362,552,000 1,276,421,198 74,216,000 11,914,802 93.7 

令和３年度 1,207,823,000 1,162,284,190 28,050,000 17,488,810 96.2 

比 較 増 減 154,729,000 114,137,008 46,166,000 △ 5,574,008 △ 2.6 

増 減 率 12.8 9.8 164.6 △ 31.9 - 

  

 歳出の決算状況は、予算現額１３億６,２５５万２千円、支出済額１２億７,６４２万１,１９８円,翌

年度繰越額７,４２１万６千円、不用額１,１９１万４,８０２円、予算執行率は９３．７％となってい

る。 
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イ 歳出款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 

執 行 割 合 

予算対比 構成比率 

1 総 務 費  290,470,000 275,207,861 10,629,000 4,633,139 94.7 21.6 

2 事 業 費  196,148,000 129,307,488 63,587,000 3,253,512 65.9 10.1 

3 公 債 費  871,934,000 871,905,849 0 28,151 100.0 68.3 

4 予 備 費  4,000,000 0 0 4,000,000 0.0 0.0 

合      計 1,362,552,000 1,276,421,198 74,216,000 11,914,802 93.7 100.0 

 

款別の支出済額では、公債費８億７,１９０万５,８４９円（構成比率 68.3％）が最も多く、次いで総

務費２億７,５２０万７,８６１円（構成比率 21.6％）、事業費１億２,９３０万７,４８８円（構成比率

10.1％）の順となっている。 

 

 

（５）農業集落排水事業特別会計 

① 決算の概要 

                                              （単位：円、％） 

区 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 
予 算 執 行 率 

歳 入 歳 出 

令和４年度 483,049,000 445,358,214 425,194,708 20,163,506 92.2 88.0 

令和３年度 447,292,000 449,298,109 441,408,310 7,889,799 100.4 98.7 

比 較 増 減 35,757,000 △ 3,939,895 △ 16,213,602 12,273,707 △8.2 △10.7 

増 減 率 8.0 △ 0.9 △ 3.7 155.6 - - 

 

本年度決算額は、予算現額４億８,３０４万９千円に対して、歳入決算額が４億４,５３５万８,２１

４円（執行率 92.2％）、歳出決算額が４億２,５１９万４,７０８円（執行率 88.0％）で、歳入歳出差

引額は２,０１６万３,５０６円となっている。 

前年度と比較すると、歳入が３９３万９,８９５円（0.9％）の減、歳出が１,６２１万３,６０２円

（3.7％）の減となっている。 
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② 歳  入 

ア 歳入決算状況 
（単位：円、％） 

区 分 予算現額 調定額(A) 収入済額(B) 不納欠損額 収入未済額 
収 入 率 

(B)/(A) 

令和４年度 483,049,000 480,758,475 445,358,214 10,967 35,389,294 92.6 

令和３年度 447,292,000 449,599,871 449,298,109 2,376 299,386 99.9 

比 較 増 減 35,757,000 31,158,604 △ 3,939,895 8,591 35,089,908 △ 7.3 

増 減 率 8.0 6.9 △ 0.9 361.6 11,720.6 - 

 

歳入の決算状況は、予算現額４億８,３０４万９千円、調定額４億８,０７５万８,４７５円、収入済

額４億４,５３５万８,２１４円、不納欠損額１万９６７円、収入未済額３,５３８万９,２９４円、調定

額に対する収入率は９２．６％となっている。 

 
イ 歳入款別決算状況 

                                                 （単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 調  定  額 収 入 済 額 
不  納 

欠 損 額 
収入未済額 

収 入 割 合 

予 算 
対 比 

調 定
対 比 

構 成
比 率 

1 分担金及び 

負担金 
1,000 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 

2 使用料及び 

手数料 
75,630,000 76,598,613 76,220,301 10,967 367,345 100.8 99.5 17.1 

3 県 支 出 金 1,000 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 

4 財 産 収 入 1,000 1,773 1,773 0 0 177.3 100.0 0.0 

5 繰 入 金 243,488,000 243,488,000 243,488,000 0 0 100.0 100.0 54.7 

6 繰 越 金 7,889,000 7,889,799 7,889,799 0 0 100.0 100.0 1.8 

7 諸 収 入 39,239,000 35,980,290 958,341 0 35,021,949 2.4 2.7 0.2 

8 市   債 116,800,000 116,800,000 116,800,000 0 0 100.0 100.0 26.2 

合   計 483,049,000 480,758,475 445,358,214 10,967 35,389,294 92.2 92.6 100.0 

款別の収入済額では、繰入金２億４,３４８万８千円（構成比率 54.7％）が最も多く、次いで市債１

億１,６８０万円（構成比率 26.2％）、使用料及び手数料７,６２２万３０１円（構成比率 17.1％）の順

となっている。 

不納欠損額及び収入未済額は、農集排施設使用料及び支障物件移転補償費である。 
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③ 歳  出 

ア 歳出決算状況 
（単位：円、％） 

区  分 予算現額(A) 支出済額(B) 
翌年度繰越額 

(C) 

不 用 額 

A－(B+C) 

執 行 率 

(B)/(A) 

令和４年度 483,049,000 425,194,708 49,104,000 8,750,292 88.0 

令和３年度 447,292,000 441,408,310 0 5,883,690 98.7 

比 較 増 減 35,757,000 △ 16,213,602 49,104,000 2,866,602 0.0 

増 減 率 8.0 △ 3.7 △ 49,104,000 48.7 - 

  

 歳出の決算状況は、予算現額４億８,３０４万９千円、支出済額４億２,５１９万４,７０８円、不用

額８７５万２９２円、予算執行率は８８．０％となっている。 

 

イ 歳出款別決算状況 

（単位：円、％） 

科  目 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 
執 行 割 合 

予算対比 構成比率 

1 総 務 費  160,011,000 104,167,742 49,104,000 6,739,258 65.1 24.5 

2 公 債 費  321,028,000 321,026,966 0 1,034 100.0 75.5 

3 予 備 費  2,010,000 0 0 2,010,000 0.0 0.0 

合      計 483,049,000 425,194,708 49,104,000 8,750,292 88.0 100.0 

 

款別の支出済額では、公債費３億２,１０２万６,９６６円（構成比率 75.5％）が最も多く、次いで総

務費１億４１６万７,７４２円（構成比率 24.5％）の順となっている。

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支に関する調書 
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実 質 収 支 に 関 す る 調 書 

 

（単位：円）  

会   計   名 歳入合計 歳出合計 
歳入歳出 

差 引 額 

翌年度へ繰越

すべき財源 
実質収支額 

一  般  会  計 17,856,084,809 17,197,434,300 658,650,509 100,285,000 558,365,509 

特

  

別

  

会

  

計 

国民健康保険事業 

特別会計事業勘定 
2,733,529,926 2,706,593,379 26,936,547 0 26,936,547 

国民健康保険事業 

特別会計施設勘定 
94,052,859 82,146,851 11,906,008 0 11,906,008 

後期高齢者医療 

特別会計 
361,003,013 359,445,739 1,557,274 0 1,557,274 

公共下水道事業 

特別会計 
1,300,012,092 1,276,421,198 23,590,894 10,631,000 12,959,894 

農業集落排水事業 

特別会計 
445,358,214 425,194,708 20,163,506 11,073,000 9,090,506 

計 4,933,956,104 4,849,801,875 84,154,229 21,704,000 62,450,229 

合      計 22,790,040,913 22,047,236,175 742,804,738 121,989,000 620,815,738 

 

(1)一般会計 

  一般会計の歳入歳出差引額は６億５,８６５万５０９円であり、この額から翌年度へ繰越す

べき財源１億２８万５千円を差引いた５億５,８３６万５,５０９円が実質収支額となる。 

  翌年度へ繰越すべき財源の内訳は、２款総務費 一般国道遊佐象潟道路工事に伴う光ファ

イバー移設事業２,２５０万１千円、戸籍法対応事業４９万円、３款民生費 保育対策総合支

援事業１２２万５千円、病児保育事業１１９万円、４款衛生費 不法投棄防止対策事業２９

万７千円、６款農林水産業費 産地生産基盤パワーアップ事業９７３万１千円、農地集積加

速化基盤整備事業２万８千円、長谷地２号ため池整備事業５万円、水産物供給基盤機能保全

事業４０３万９千円、７款商工費 アウトドア拠点づくり事業４,２５７万３千円、８款土木

費 急傾斜地崩壊対策事業５千円、象潟前川線無電柱化整備事業１,２２１万円、象潟大竹線

道路改良事業１７７万７千円、１０款教育費 スクールバス運行事業１４１万９千円、白瀬

南極探検隊記念館施設修繕事業２７５万円となっている。 

   

(2)特別会計 

国民健康保険事業特別会計事業勘定、国民健康保険事業特別会計施設勘定、後期高齢者医

療特別会計は、いずれも歳入歳出差引額が実質収支額と一致している。 

公共下水道事業特別会計は、翌年度へ繰越すべき財源、１款総務費 処理施設等修繕工事
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１,０６２万９千円、２款事業費 公共下水道工事２千円を差し引いた１,２９５万９,８９４

円が実質収支額となる。 

農業集落排水事業特別会計は、翌年度へ繰越すべき財源、１款総務費 管渠等整備工事１,

１０７万３千円を差し引いた９０９万５０６円が実質収支額となる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財 産 に 関 す る 調 書 
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財 産 に 関 す る 調 書 

 

 公有財産、物品、債権および基金について、財産台帳、関係諸帳簿ならびに有価証券と

決算年度末現在高を照合した結果、その計数は正確であると認めた。  

 財産の決算年度末現在高は、次表のとおりである。  

 

１ 公 有 財 産 
 
(1)土地及び建物 

（単  位：㎡） 

区    分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

行 政 

財 産 

土   地 2,090,341 1,035 2,091,376 

建   物 159,408 15 159,423 

普 通 

財 産 

土   地 44,659,085 △1,430 44,657,655 

建   物 8,228 0 8,228 

 

(2)山  林 
（単  位：ha） 

区     分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

所     有 445.67 0 445.67 

分     収 1,248.13 0 1,248.13 

合     計 1,693.80 0 1,693.80 

 

(3)動  産 

     該 当 な し 

 

(4)物  権 
（単  位：件） 

区     分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

鉱  業  権 8 0 8 

合     計 8 0 8 
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(5)無体財産権 

     該 当 な し 

 

(6)有価証券 
（単  位：円） 

区    分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

株    券 21,517,200 0 21,517,200 

 

(7)出資による権利  

（単  位：円） 

区   分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

出 資 金 46,015,000 0 46,015,000 

出 捐 金 78,190,000 △2,218,000 75,972,000 

合   計 124,205,000 △2,218,000 121,987,000 

 

 

２ 物   品 
                                   （単  位：台） 

区     分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

物     品 161 △3 158 

 

 

３ 債   権 

                                   （単  位：円） 

区     分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

ひとり親家庭等住宅整備 

資金貸付金 
140,625 359,375 500,000 

合 計 140,625 359,375 500,000 
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４ 基   金 
（単  位：円） 

基金名 
前年度末 

現在高 

（R4.3.31 現在） 

決算年度中 

増減高 

決算年度末 

現在高 

(R5.3.31 現在) 

出納整理期間

中の増減 

R5.5.31 

現在高 

積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立 

財政調整基金 2,836,473,000 430,359,000 3,266,832,000 257,981,000 3,524,813,000 

減債基金 0 0 0  0 0 

地域振興基金 1,473,560,000 △ 178,075,000 1,295,485,000 △ 21,684,000 1,273,801,000 

観光振興基金 86,075,000 4,141,000 90,216,000 △ 11,289,000 78,927,000 

山﨑科学教育

振興基金 
189,899,000 4,000 189,903,000   0 189,903,000 

白瀬南極探検隊記念

館施設整備基金  
182,487,000 4,000 182,491,000   0 182,491,000 

みらい創造基金 594,889,000 21,429,000 616,318,000 △ 25,595,000 590,723,000 

社会教育施設

整備基金 
400,166,000 9,000 400,175,000   0 400,175,000 

自然エネルギーによ

るまちづくり基金  
10,808,000 2,593,000 13,401,000 3,044,000 16,445,000 

森林環境譲与

税基金 
21,816,000 4,787,000 26,603,000 △ 3,449,000 23,154,000 

国民健康保険

財政調整基金 
148,089,000 58,229,000 206,318,000 △ 11,399,000 194,919,000 

国民健康保険診療所

財政調整基金  
9,997,000 12,135,000 22,132,000  0  22,132,000 

農業集落排水

事業減債基金 
88,680,489 2,000 88,682,489 △ 5,916,000 82,766,489 

小 計 6,042,939,489 355,617,000 6,398,556,489 181,693,000 6,580,249,489 

運 

 

 

 

用 

奨学資金貸付

基金 
261,199,678 3,062 261,202,740   0 261,202,740 

象潟郷土資料館

資料取得基金 
10,000,000 0 10,000,000   0 10,000,000 

高 額 療 養 費 

資金貸付基金 
6,000,000 0 6,000,000   0 6,000,000 

小 計 277,199,678 3,062 277,202,740 0 277,202,740 

合     計 6,320,139,167 355,620,062 6,675,759,229 181,693,000 6,857,452,229 

※社会教育施設整備基金は令和５年４月１日から公共施設等総合管理基金と名称変更した。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 金 運 用 状 況 
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令和４年度 基金運用状況審査意見 

 

１ 審査の対象 

   令和４年度にかほ市奨学資金貸付基金 

   令和４年度にかほ市象潟郷土資料館資料取得基金  

   令和４年度にかほ市高額療養費資金貸付基金  

      

２ 審査の期間 

   令和５年６月２８日から令和５年８月１８日まで 

 

３ 審査の方法 

    各基金の運用状況報告書の計数を預金証書、諸帳簿等により確認するとともに、関

係職員の説明を求め、設置目的にしたがい、確実かつ効率的に運用されているかにつ

いて審査した。  

 

４ 審査の結果 

   各基金とも設置目的に沿って適正かつ効率的に運用されており、計数は預金証書及

び関係諸帳簿等と符合し正確であると認めた。 

 

５ 各基金の運用状況 

(1)にかほ市奨学資金貸付基金 

（単 位：円） 

区   分 
基     金     額 

預 金 残 高 未 償 還 額 計 

前年度末現在高 53,622,078 207,577,600 261,199,678 

決算年度末現在高 41,001,140 220,201,600 261,202,740 

年 度 中 運 用 状 況 
繰  入  額 

貸  与  額 償  還  額 

45,280,000 32,656,000 3,062 
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(2)にかほ市象潟郷土資料館資料取得基金 

（単 位：円） 

区   分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

前年度末現在高 10,000,000 0 10,000,000 

決算年度末現在高 10,000,000 0 10,000,000 

年 度 中 運 用 状 況 
繰  入  額 

取  得  高 処  分  高 

0 0 0 

 

(3) にかほ市高額療養費資金貸付基金 

（単 位：円） 

区   分 
基     金     額 

保  管  額 貸 付 残 額 計 

前年度末現在高 6,000,000 0 6,000,000 

決算年度末現在高 6,000,000 0 6,000,000 

年 度 中 運 用 状 況 
繰  入  額 

貸  付  額 償  還  額 

0 0 0 

 

 

 


